
国産材製品の安定供給

令和７年10月

資料１－４
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木材産業の現状

 国産原木を消費する工場数の大半は１万㎥未満の小規模な工場。残る１～２割の中大規模工場で大半の量を消費。

 国内の製材、合板工場における国産材使用割合は８～９割で、川上と川中の繋がりが強まっている。一方で、輸入製品は引き続き一定の存在感を
保っている。

 令和７年４月に施行された改正建築基準法への対応や、深刻化する人材不足など、新たな課題も発生。

 製材・合板工場の規模別工場数と国産原木消費量（令和５年）  木材製品の供給量の推移（丸太ベース）

輸入製品 国内生産製品（外材） 国内生産製品（国産材） 国内生産製品における国産材の割合

資料：総務省 労働力調査
※若年者率は、総数に占める35歳未満の割合

 木材産業の就業者の推移
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 改正建築基準法の概要（令和７年４月施行）

本改正により、強度などの品質・性能が確かな
木材（JAS構造材）へのニーズが高まる可能性

新たに構造計算（安全性を確
認する計算）が必要。

新たに木材の品質等の審査を
受ける必要

仕様規定（建築物の設計仕様の
ルール）改正。柱の最小寸法算
出に当たり、無等級材より強い
JAS構造材の強度も使用可能に

資料：農林水産省「木材統計調査」、林野庁「木材需給表」

1工場当たりの国産原
木消費量

製材工場数
(原木消費量)

合板工場数
(原木消費量)

10万㎥～(特に大規模) 13      (253万㎥) 19        (335万㎥)

5～10万㎥(大規模) 25      (179万㎥) 6          (42万㎥)

1～5万㎥(中規模) 190      (411万㎥) 0            (0万㎥)

～1万㎥(小規模) 3,521      (384万㎥) 139       (14万㎥)

計 3,749       (1,227万㎥) 164          (391万㎥)

３割９割

資料：林野庁業務資料

1

構造計算（許容応力度計算）
※高さが16m以下の場合

仕様規定
（改正後）

新３号特例
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国産材製品の安定供給に向けた課題①（生産性向上・供給力強化）

 多くの木材加工工場が、人材確保や供給力強化、生産性向上の課題に直面。

 製材・合板工場の大規模・効率化は進展しているものの、国内人口が減少する中、更なる生産性向上が重要。

 大断面集成材・CLT等の非住宅向け部材等の建築用材や、住宅向け横架材・ツーバイフォー用部材は、国産材の需要拡大が見込まれることから、重点
的な供給力強化が重要。また、安定供給に向け、急激な需給変動への対応に資するストック機能の強化が重要。

 複数の工場が連携し、単体では対応しきれない多様なニーズの取り込みも、供給力強化に向けた有効な手段。

 生産性向上

資料：経済産業省「経済構造実態調査」、「経済センサス」、
林野庁「木材需給表」より推計

※本資料において、生産性とは、従業員1人あたりの年間原木
取扱量とする。

※製材工場・合単板工場について集計。

 生産性の推移  国産横架材製造工場の整備

（千㎥/人・年）

• スギの横架材等
を生産。３～９
ｍの製品に対応。

• 短納期を目指し、
注文の多いサイ
ズ は 製 品 を ス
トック。特殊サ
イズは、乾燥後
に半製品状態で
ストック。

○ 二宮木材株式会社
（栃木県那須塩原市）

ストックされている
製品

横架材の加工機械

• 木取りの自
動化や、効
率的なライ
ン配置によ
り、原木１
本当たりの
製材時間を
半減（３分
→1.5分）。

○ 株式会社マルハチ（栃木県矢板市）

自動化された木取り

導入した加工機械

 工場間連携による供給力強化

• 製材工場10社が連携し、横架
材や羽柄材、内装材等を供給。

• 共同受注体制を構築し、住
宅・非住宅・輸出向け等の
様々な材料、品質、数量の
ニーズに対応。

○北関東製材協議会

■ 供給力強化に向けた国有林野
事業における貢献

 木材加工工場の直面する課題
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職場環境の改善
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資金繰りの強化

新製品・新規事業の…

仕入れ強化

生産の効率化・省力化

販売の拡大

人材の確保・育成

資料：林野庁調べ（令和７年）
※有効回答者数574者(１者につき３つまで回答可)

新製品の開発

品質への対応

需要者

横架材

柱

内装材

• 国有林野事業では、製材工場等との
協定に基づき、一定の規格・量の丸
太を安定的に供給する「システム販
売」の取組により、川中の供給力強
化に貢献。

• 新規の木材需要に
応じ、一定量まと
まった立木を複数
年、安定的に販売
する取組も推進。

フルトレーラに積み込ま
れる国有林材 2
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 非住宅向け部材の供給力強化

○ 福島高度集成材製造センター（FLAM）
（福島県浪江町）

• 福島県産のスギやカラマツ等を用い
て非住宅向けの中大断面集成材を中
心に生産。令和４年７月に本格稼働。

• これまで2025年日本国際博覧会（大
阪・関西万博）の大屋根（リング）
の一部で使用されたほか、各地の中
大規模建築物向けの部材を製造。

集成材製造設備

加工された大断面集成材



国産材製品の安定供給に向けた課題②（品質・性能の確かな製品の供給）

 非住宅分野等での木材利用促進に向けては、強度や含水率等が明確な木材製品が必要。加えて、改正建築基準法の施行により、品質・性能の確かな
木材製品を安定的に供給していく必要性が更に高まっている中、構造用製材のJAS格付率は低位。

 JAS製品の供給力強化を図るための施設整備や連携体制構築、JASの運用改善等を推進。

 非住宅・中高層建築物において、より合理的で自由度の高い設計を可能とするため、建築基準の合理化等と連携した新たな材料規格の設定が重要。

 主な林産物のJAS格付率※

区

分

国内流通量
（万㎥）

格付量（万㎥） 格付率（％）

国内
生産

国内
生産

国内
生産

製材 1,350 860 149 113 11% 13%

集成材 270 166 224 154 83% 93%

合板 552 358 371 276 67% 77%

ＣＬＴ 1.5 1.5 1.3 1.3 87% 87%

資料：国内流通量は農林水産省「木材需給報告書(令和４年)」
格付量は農林水産省業務資料（令和４年度実績）

    注 ：「製材」には２×４材を含む

うち、構造用製材の格付率は27％
※短辺7.5cm以上のもの
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 認証製材工場数の推移

資料：（一社）全国木材検査・研究会「製材等JAS認
定工場名簿」、（一社）北海道林産物検査会「JAS認
証事業者及び工場」

 製材JASの運用見直し

非破壊検査
（マイクロ波含水率計）

非破壊検査による含水率試験の実用化の検討

• JAS格付時の含水率の検査では、製品から試験片を切り出して、一晩以上乾
燥させ重量差を測定する「破壊検査」が必須。

• 試験片作成のコストが大きく（特に大断面製品）、検査に時間がかかる。

マイクロ波含水率計による「非破壊検査」の導入により、含水率を瞬時に測定する
ことが可能に。

現状と課題

対応

 水平連携によるJAS製材の供給力強化事例

○ 肥後木材株式会社（熊本県熊本市）

• JAS認証の取得が難しい中小規模製材工場等から荒材（未乾燥、未

仕上げ）を仕入れ、乾燥、表面仕上げ、グレーディング、JAS格付

けまで行う計画。

• 自社工場において、必要な施設整備を行い、令和７年度中にJAS機

械等級区分認証を申請し、認定取得後JAS製材の供給を開始予定。

荒材を乾燥・グレーディングし、

JAS製材として出荷

Ｂ工場

Ｃ工場

肥後木材

Ａ工場

中小工場 荒材 乾燥機やグレーディングマシン
など必要施設を整備

地域の連携によるJAS製材供給の仕組み

※JASマークの表示割合

 CLTの基準強度の設定

• より合理的で自由度の高い設計を可能

とするため、CLTの強度データを収集し、

国土交通省と連携して、建築基準法に

基づく基準強度の告示にCLTの種類ごと

の強度を追加。

• 平成30年に３層３プライや５層７プライ等

が、令和４年に７層７プライが追加。

• 現在、９層９プライデータを収集中。
3

CLT
（５層７プライ）

層

層

プライ



国産材製品の安定供給に向けた課題③（高付加価値化）

 近年、増加している大径材について、木取りの工夫等により、製品の付加価値向上を図ることが重要。

 特に、小規模工場においては、柔軟性や独自性に優れる特性を活かし、生産者の顔の見える高付加価値な製品供給を推進。

 輸入広葉樹材の価格が高騰し、国産広葉樹材の需要が高まる中、製品用途への活用は低位。里山広葉樹利活用推進会議※では、「里山広葉樹林の利活
用を通じた再生に向けての提言」をとりまとめ。提言も踏まえ、付加価値の高い里山広葉樹製品生産に向けたサプライチェーン構築を推進。

 大径材等から付加価値の高い製材を生産する事例

 里山広葉樹のサプライチェーン構築事例

選別された広葉樹 内装用のシラカバ枝

製材機 展示即売会

○株式会社しそうの森の木（兵庫県宍粟市） 平角材

柾目板

製造した
横架材

大径材の
木取り

• スギ大径材から横架材を生産。節の少ない
辺材部の面を梁の下面とすることで、美
観・強度を併せ持つ「見せる梁」となり、
地場工務店から引き合い。

• 残りの側材からは柾目板の構造・造作用
CLTラミナを生産。さらに年輪幅の密な部
分からは、枠材や垂木等を生産。

• これらの取組により、再造林につながる価
格での大径並材の仕入れを実現。

○ひだか南森林組合（北海道様似町）

• 「日高地域木質バイオマス資源利用推
進協議会」を設立し、構成員（日高地
域の森林組合等）から、主に発電向け
チップ用材を効率的に集荷。

• 集荷材に、チップ以外で活用可能な原
木が混じっていたことから、新たに製
材施設を整備し、選木技術者を配置。

• 広葉樹低質材を選別。小径木や枝も内
装用として活用。

• 展示即売会やウェブ販売等により、節
等の欠点を魅力と捉える新たな購買層
を発掘し、木材価格を向上。

• 横架材を量産する製材工場を整備。
令和７年５月より本格稼働。

• 末口径24cm以上のスギ丸太の中心
部からは横架材を生産。

• 辺材部からは無節の板類を多く生
産。これらを高値で販売し、丸太
の価値を最大化。

○株式会社トーセン（栃木県矢板市）

無節の背板

製造した横架材

4

※ 我が国の里山広葉樹林の現状等について調査・整理するとともに、里山広葉樹の利活用を通じた再生の方策について検討するため、令和６年11月に設置された有識者による会議

 小規模の強みを生かした経営戦略の事例

○佐竹木材有限会社（高知県四万十市）

高品質材（魚梁瀬
杉）の製材

• 主としてヒノキ役物を製材し、一般住
宅や公共建築物に供給。

• 地域における短納期での受注に応え、
社用車で配達する仕組みを構築してお
り、小さい製材所だからできるフット
ワークの軽さで、顧客ニーズに対応。

• 効率化重視の工場では製材しにくい幅
広のラミナを大径材から製造し、大手
住宅メーカーの注文住宅に使われる大
断面集成材厚板パネルの材料として提
供。

幅広のラミナが
採用されたデザ
イン性の高い木
造注文住宅



国産材製品の安定供給に向けた課題④（人材の確保、省力化）

 各工場では賃上げや職場環境改善など様々な取組を実施しているが、人材不足の事業者が約７割にのぼるなど、人材不足が深刻。省力化に向けた施
設整備や、外国人労働者も含めた人材の受入れ・定着の環境整備が重要。

 木材産業の労働災害発生率は他産業に比して高い水準で推移。特に「挟まれ・巻き込まれ」や「切れ・こすれ」等の事故が多く発生。安全装置の導
入や無人化・DX等による作業環境整備を推進するとともに、安全診断マニュアル等を活用した作業安全の取組強化が重要。

 安全診断マニュアルを活用した取組

 外国人労働者数の推移

0

2

4

6

H26 H29 R4 R5 R6

2,703

4,239
4,736

5,311 5,573

資料：厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況」

（千人）

無人製材設備

業界団体では、約40か所の工場で専門家が実
施した安全診断の結果に基づき、「木材産業
における作業安全のための安全診断・評価マ
ニュアル」を作成

マニュアルで
整理された
パトロール
項目の例
（巻き込まれ
対策）

 木材産業における
事故型別死傷者割合

26%

24%

7%

10%

11%

5%

7%
5% 2% 3%

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」
※令和元年度～５年度の累計

 安全な作業環境整備の例

写真：キクカワ
エンタープライ
ズ株式会社

■挟まれ、巻き込まれ
■切れ・こすれ
■飛来・落下
■転倒
■墜落・転落
■激突され

■動作の反動・
無理な動作

■激突
■崩壊・倒壊
■その他

 木材加工の省力化の事例

◯ 無人化・DXによる省力化

◯ 安全装置の導入

インターロック装置

機械周辺への安全
柵設置や、開閉時
に自動的に停止す
るインターロック
の導入

安全柵
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社会福祉施設等との連携

資格取得支援や社外研修等

外国人材の活用

福利厚生の充実

機械化等による省力化・軽労化

女性や高齢者の参画

新卒・中途採用の強化

職場環境の改善

賃金引上げ等の処遇条件の向上

資料：林野庁調べ（令和７年）
※有効回答者数574者(人材確保策については複数回答あり)

 木材加工工場の人材確保策

大いに不足している
14%

やや不足している
52%

適当である
32%

やや過剰である
2%

 人材不足の状況

※特定技能制度：人手不足の深刻化する特定の産業分野において、

 一定の技能を有し即戦力となる外国人を受け入れる制度
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 死傷年千人率の推移（休業４日以上）

資料：厚生労働省「産業別死傷年千人率」
注：死傷年千人率とは、労働者1000人あたり1年間に発生する

労働災害による死傷者数を示したもの。

木材産業

全産業

製造業

• 令和６年３月に「木材産業」が特定技
能制度※の対象分野に追加

• 外国人労働者は増加傾向、令和６年
10月時点で5,573人
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自動化された木取り

○有限会社大塚林業
（栃木県鹿沼市）

• オペレーターの経験に頼っ

ていた木取りを、メーカーと

共同開発したプログラミン

グにより自動化



主な課題と対応方向（案）

主な課題 対応方向（案）

○ 生産性向上・供給力強化（国際競争力の強化）
• 他資材や輸入材に対抗できるよう、製品生産における生産性

向上が重要。

• 非住宅分野等の新たな国産材製品需要への対応が重要。

• 製品の安定供給に向け、急激な需給変動に対応できる体制づ

くりが重要。

○ 高付加価値化
• 内装材や、こだわりを持つ住宅生産者向けなど、価格の高い

製品需要を捉え、付加価値向上を図ることが重要。

○ 品質・性能の確かな製品供給
• 非住宅分野等での木材利用促進や、令和７年４月に施行され

た改正建築基準法への対応に向け、品質・性能の確かな木材

製品を安定的に供給していくことが重要。

• 木材加工流通施設の生産性向上を推進。

• 大きな需要が見込まれる大断面部材等の非住宅向け部材や、

横架材・ツーバイフォー用部材に重点を置いた施設整備を推

進。

• 製品保管庫等の整備によりストック機能を強化。

• 複数工場の連携により、単独工場では対応しきれない多様な

ニーズの取込みを推進。

• 木取りの工夫等による、価格帯の高い製品の供給力強化を

推進。

• 工務店との連携等による、顔の見える高付加価値な製品へ

の転換を推進。

• 付加価値の高い里山広葉樹製品の生産を推進。

• JAS構造用製材の供給力強化を図るための施設整備や、連

携体制構築、JASの運用改善を推進。

• 建築基準の合理化等を踏まえ新たな材料規格の設定を推進。

○ 人材の確保、省力化
• 深刻化する人材不足に対応するため、外国人材も含めた人材

確保と、省力化が重要。

• 他産業に比して高い労働災害発生率を低減させ、働きやすい

労働環境の整備が重要。

• 国内人材の確保に加え、特定技能制度・育成就労制度によ
る外国人材受入れ・定着のための環境整備を推進。

• 木材加工流通施設の省力化を推進。

• 無人化・DX等による作業環境整備の推進や、安全診断マ
ニュアルの活用等による労働安全対策の強化。 6
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